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 新型コロナウイルスへの対応　　　　

１月以上前から本格始動
姿 新型コロナウイルス感染症を巡るい

ばらき自民党や党県連の対応を振り返る

と、いばらき自民党が取り組みを始めた

のは、本県で感染者が初めて

確認された昨年３月17日の

１カ月以上前の２月６日であ

る。大井川和彦知事に対し、

当時の葉梨衛議員会長や伊沢

勝徳政調会長のほか、党県連

の海野透会長代行や西條昌良

幹事長らが「新型コロナウイ

ルス感染症対策に関する緊急

要望」を提出した。

　県議会の会派で最も早い対

応だったこの緊急要望は、１月30日に開

いた政務調査会での議論などをベースに

取りまとめたもの。中国での感染拡大か

ら、「県民の生活や経済活動などに重大

な影響を及ぼしかねないことに強い危機

感を抱いている」として、情報収集や県

民への情報周知、相談窓口の開設時間延

長、茨城空港や港湾での水際対策の徹底

など５項目を求めた。

　西條幹事長は「何としても、県民の生

活と地方経済を守らなければない。そう

した熱い思いで、新型コロナと向き合い

始めた」と振り返る。

経済への影響に迅速対応
姿 そして、会派や県連が新体制となっ

て間もない

３月６日に

は、県外で

の感染拡大

などの影響

により、県

内の宿泊施

設等でキャ

ンセルが相

次いでいる

ことや、学

校の臨時休校で給食関連業者に影響が出

ていることから、「感染拡大防止に加え、

経済的影響の抑止が急務」として、「県内

経済対策に関する緊急要望」を大井川知

事に提出した。

　政調会（飯塚秋

男会長）が急きょ

取りまとめた緊急

要望を白田信夫議

員会長らが提出し

たもので、感染拡

大等による観光関

連産業や飲食産業

など県内経済への

影響を把握する実

態調査や、県内経

済への影響を最小

限にとどめるため、

必要な経済対策を

弾力的かつ速やか

に講じることの２

項目を求めた。

　こうした知事への要望は、感染状況の

変化やその影響の拡

大などを捉え、その

都度行ってきた。３

月２４日には観光振興

議連と共に、県バス

協会や県ホテル旅館

生活衛生同業組合など観光関連団体との

意見交換会を開き、コロナの影響で旅行

や宴席等の予約キャンセル、イベント中

止などが相次ぎ、売り上げの激減による

倒産・廃業が続出しかねないといった窮

状を聴取し、各団体の知事要望に同行し

た。

党や国への要望に汗かく
姿 その３日後（３月27日）には、梶山会

長をはじめとする県連執行部が本県選出

国会議員と共に、党本部の二階俊博幹事

長や政府の西村康稔・新型コロナ対策担

当大臣らに直接、感染防止対策等への国
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　令和３年１月に県議会議員在職

30年を迎えたいばらき自民党の西

條昌良議員（神栖市選出）は今、

自民党茨城県連（梶山弘志会長）

の幹事長として、また所属議員42

人を擁する県議会最大会派である

いばらき自民党の重鎮として、党

勢拡大や県勢発展に汗をかいてい

ます。西條議員の「30年の歩み」

は、別の機会に譲るとし、今回の

『西條昌良県政活動報告』は、世

界中に感染拡大した新型コロナウ

イルス感染症で明け、そして暮れ

た「この１年」にスポットを当て

ました。コロナ禍では、いばらき

自民党は大井川和彦知事に対し再

三再四、感染防止対策の徹底をは

じめ、最前線で奮闘する医療従事

者や、厳しい経営を余儀なくされ

ている観光関連産業など地方経済

への支援を求めてきました。併せ

て、西條幹事長が段取りをつけ、

党本部や政府に対し、コロナ対策

に伴う財政支援などを要請。県議

会にあっては、災害ボランティア

条例の制定など若手議員らの政策

立案活動を後押しするなど、この

１年もフル回転とあって、西條議

員の本領発揮の年だったと言える

でしょう。西條議員の奮闘ぶりを

振り返ってみました。

新体制になって間もない昨年３月６日には、経済対策

で知事に緊急要望

今秋の知事選をめぐり、西條党県連幹事長はⅠ月２２日の新年
最初の議員会で、県連幹部による検討結果として、大井川和彦
知事を推薦する方向性を確認した旨を、経緯とともに丁寧に説
明し、会派所属議員の理解を求めた

いばらき自民党は、昨年２月６日にはいち早く知事に緊

急要望を行った

党勢拡大とコロナ禍に
「県民生活や地方経済守る」と
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の財政支援などを要望した。こうした矢

継ぎ早の対応は、西條幹事長が段取りを

つけたものである。

姿 新規感染者数が減少傾向にあった５

月12日には、政調会が実施した各種団体

への緊急アンケートをもとに、事業者の

声などを網羅した「収束に向けた具体策

に関する要望書」を知事に提出した。

　その際の意見交換では、白田議員会長

や西條幹事長らが、医療従事者の宿泊施

設確保や宿泊代への支援をはじめ、休業

要請対象外の業種への経済的

支援や、パチンコ店やゴルフ場

への県境をまたぐ移動に対す

る対応、中止となったスポーツ

大会の代替大会の検討なども

求めた。特に、医療機関への手

厚い支援に加え、「公共投資な

ど大胆な財政支出による経済

対策」については、飯塚政調会

長らが強い口調で要請した。

姿 ８月31日に開催した毎年恒

例の各種団体との県政懇談会

では、飯塚政調会長がコロナ禍の影響や

行政への要望を集中的に聴取し、年末の

重要政策大綱に反映するよう各議員に呼

び掛けた。

姿 コロナとの闘いが長期化する中、１２

月補正予算編成を目前にした１０月２８日に

は「追加経済対策の補正予算等を求める

要望書」を提出。各分野にわたる現行対

策後の更なる経済支援など、ウィズコロナ

時代を見据えた対策を盛り込むよう求めた。

姿 新年度の県予算編成作業が本格化す

る前の１２月１５日には、知事に対して「令

和３年度いばらき自民党重要政策大綱」

を提出したが、パンデミックに収束の見

通しが立たないことから、今回は巻頭で

「新型コロナウイルス感染症対策に係る

最重要政策項目」を特出しした。

　①医療・福祉提供体制の充実強化②感

染拡大防止の徹底と思い切った経済対策

の実施③県民生活の再建支援④教育機関

への対策―の４本の柱別に、ＰＣＲ検査

の実施体制の整備、医療機関等への財政

的な支援、医 療、介護従事

者等の確保、 支援策の充実、

中小企業や個 人事業主への

支援、観光事 業者への支援、

雇用の確保、 感染対策費の

補助等による 公共交通事業

者に対する支 援、農林水産

業事業者の人 員不足や収入

減少への支援、 県産品の地産

地消と県外販 路拡大の取り

組み強化、生活困難な世帯、障害者、高

齢者など要介護世帯等への支援、家庭内

のＤＶ対策や自殺者対策など心のケアを

必要な県民への支援、オンライン教育環

境の整備促進、子どもの心のケア体制の

充実など27項目が盛り込まれた。

　西條幹事長は、令和３年秋に予定され

る知事選を

めぐり、県

連を仕切る

役割を担っ

ていること

もあって、

コロナ禍に

伴う重要政

策項目をは

じめ、新規

項目96件、

一部修正項

目138件を含む2674件にも上る今回の

重要政策大綱が、新年度県予算にどの程

度反映されるか、人一倍注視している。

姿 この間、知事は４月と７月の２回、臨

時会を招集し、国のコロナ対策を受けた

補正予算案を成立させ、各種事業を推進

してきた。これらは、県連や会派幹部ら

の「国の対策を受けた施策は早期に議会

に諮り、実施に移す」という意向も踏ま

えた対応。新年早々の１月22日開かれ

た１月臨時会も、西條幹事長は、補正予

算規模の大きさや、本県独

自の緊急事態宣言発令中と

いう状況などを勘案した、

会派の強い要請により招集

された旨を説明している。

姿 年末にかけての感染急

拡大を受け、政府は、１月

７日に首都圏の１都３県に

再び緊急事態宣言を発令、

さらに13日には大阪、愛知、

栃木など７府県が追加され、

１１都府県が宣言対象地域とされた。こう

した中で、党県連は１月28日、西條幹事

長が上京し、党本部の二階俊博幹事長と

下村博文政調会長に対し、「コロナ禍に

おける中小企事業者の経営支援に関する

緊急提言」を行った。

　本県は１月18日に、２月７日までを期

限に県独自の緊急事態宣言を発令し、県

内全域の飲食店に営業時間短縮を要請し

ていることから、これに伴う協力金や、

飲食店の取引先などへの一時金について、

本県など緊急事態宣言が発令されていな

い地域でも、再発令地域と同等の支援を

政府が行うよう要請したものだ。

　緊急要請で は、営業時間

短縮要請に伴 う協力金につ

いて、事業者 への協力金の

金額は宣言発 令地域に合わ

せて全国一律 とし、全額国

費負担とする。 売上げが減少

した中小事業 者に対する一

時金について は、昨年末以

降に営業時間 短縮要請を

行った地域の 飲食店の取引

先等も、発令 地域と同様に

支給対象とす る ▽発令地域
に限らず、不 要不急の外

出・移動自粛 により直接的

な影響を受け た全国各地の

ホテル・旅館 や交通関係等

の事業者に加え、間接的な影響を受けた事

業者も対象とする ▽一時金の支給での売
上高の前年との比較期間について、本年

１、２月に限定せず、昨年11、12月も対

象とする。併せて、新規創業等の事業者

も対象とする ▽売上高が５０％減に近い水
準が一定期間続いている事業者も支給対

象とする―と求めた。

　この日の要請は、大井川知事など１３道

県の知事が１月１９日に梶山弘志経済産業

大臣に対して行った緊急提言と同様であ

り、党県連が県の取り組みをバックアッ

プしたものと言える。西條幹事長は「独

自に対策を講じる地域も、政府の緊急事

態宣言対象地域と同等に扱うよう支援を

お願いした。両氏とも精いっぱい努力す

ると応じてくれた」と話している。

党本部の二階幹事長にコロナ対策に伴う財政支援等

を要望した党県連の西條幹事長ら（昨年３月２７日）

西條党県連幹事長が急きょ上京し、二階幹事長に政府への
働きかけを緊急提言した。左隣は田所衆院議員（１／２８）

昨年５月１２日の「看護の日」に県看護連盟、県看護

協会幹部と共に「Nursing now！」を行った

予
算
化
を
注
視

宣
言
地
域
と
同
等
支
援
求
め

いばらき自民党は昨年１２月１５日、新年度県予算編成に向けた令和３年度 
重要政策大綱を知事に提出。西條幹事長は予算化状況を注視している

各種団体との県政懇談会での保健福祉医療部会で、

障害者の声を聴く西條議員（昨年８／３１）
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 衆院２区に「嚶鳴会」発足　　　　　

　衆院２区のいばらき自民党所属議員７

人で立ち上げた嚶鳴会（西條昌良会長）

は昨年９月１５日、大井川和彦知事に対し

て、東関東自動車道の神栖・鹿嶋方面へ

の延伸など20項目を超える各地域の主

な課題への早期取り組みを図るよう、要

望書を提出した。

　令和３年度の県予算編成作業が本格化

する前に、地域が抱える課題解決に道筋

をつけたいといった熱い思いから、関係

の西條、常井洋治、田口伸一、村上典男、

島田幸三、長谷川重幸、村田康成各議員

が結集し、令和２年第３回定例会開催中

の要望となった。

　要望書では「本県の更なる飛躍と持続

的な発展を支えていくためには、地域の

課題をきめ細かに吸い上げ、それらに対

応する施策を大胆かつ速やかに実行して

いくことが肝要である。今般、嚶鳴会で

は、各地域の課題を掘り下げ、要望事項

として取りまとめたところである。各事

業の早期実行と、

一層の進展が図

られるよう、令

和３年度県予算

化に向けた要望を行うものである」と求

めた。

　この日は県議会議事堂知事控室で、西

條会長が大井川知事に要望書を手渡し、

西條会長のあいさつ後、各議員が地元地

域の県政要望を説明。知事は「精いっぱ

い努力したい」などと応じた。

　地域別の要望事項のうち、地元神栖市

の要望は次の通り。

＜神栖市＞

・東関東自動車道の神栖・鹿嶋方面への

延伸

・鹿島港北公共埠頭－１３㍍バースの早期

完成

・鹿行地域の医療環境整備（神栖済生会

病院等の充実）

・鹿島臨海工業地帯の更なる振興

・漁業の成長産業化（沿岸漁業）

（３）

 東関東自動車道水戸線の事業進捗　　

地域振興型ＳＡ設置へ
　西條委員は昨年６月18日の土木企業

委員会で、潮来ＩＣから鉾田ＩＣ間で進

められている東関東自動車道水戸線の整

備状況

などを

取り上

げた。

　「東

関東道

は、事

業費が

当初の

710億

円から

1100

億円と約400億円も膨れ上がっている。

そういう中で、我々の地域が待望してき

た、潮来ＩＣから鉾田ＩＣ間の工事がか

なり推進されており、関係者に対し感謝

を申し上げたい。

　しかし、ちょっと遅いと思う。用地買

収は進捗率が95％と、あと一息という状
況だが、平成27年度から始まった工事は、

令和元年度までで５２％という説明であり、

もうちょっと スピードを上

げてもら いたい」

　県土木 部によると、

現在、潮 来ＩＣから鉾

田ＩＣま で の30.9㌔

区間の整 備が急ピッチ

で進めら れている。平

成21年 度から始まっ

た用地取 得は、県や沿

線の潮来、 行方、鉾田３

市の支援 を得て進めら

れており、 進捗率は面積
ベースで 約９５％まで進

んでいる状況である。

　ＩＣは、麻生市の潮来市との行政界付

近に（仮称）麻生ＩＣ、国道354号との

交差部に（仮称）北浦ＩＣが設置される。

工事は用地取得と並行して進められてお

り、現在は潮来市延方地区で地盤改良・

横断函渠工事、同市前川地区で橋梁下部

工事、麻生市小高地区で地盤改良・調整

池工事、同市南高岡地区で橋梁下部工事

など７カ所で施工中である。

　沿線の自治体や住民らが強く要望して

きた休憩施設（ＳＡ）は第１回事業連絡

調整会議で、道路利用者へのサービス向

上の観点から、潮来ＩＣ～鉾田ＩＣ間へ

の必要性が確認され、沿線自治体の地域

振興に貢献できる「地域振興施設併設型」

とすることが決まっている。

　その設置箇所については、利便性や沿

線の土地利用状況、整備コスト、地域振

興施設併設の適用性などを条件に検討が

進められており、麻生ＩＣから北浦ＩＣ

間が決定している。しかし、その候補地

は、水戸鉾田線と交差する行方市青沼地

先と国道３５４号と交差する同市両宿地先

の２箇所に絞り込まれた段階で、まだ正

式決定には至っていない。

知事に地域の課題解決を促す要望書を提出した嚶鳴会

の西條会長ら（昨年９／15）

東関道延伸など知事要望
西條氏会長に７議員が結集

域 育違違違違違違違違違違違違違違違違違違違違違違
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県大洗水族館へのジンベエザメ展示に絡む当

初予算案の修正を議論した昨年３月１７日の政

調会。西條議員は様々な課題を挙げ、減額修

正が望ましい旨を強調した

いばらき自民党は、令和２年第２回定例会に

直接請求により提案された、東海第２原発の

再稼働の是非を問う県民投票条例案を「時期

尚早」として否決した。写真上は３期生以下

の各議員から意見を聴取した検討会（昨年６

／１１）。写真下は、採決を前に反対の意思統

一を図った議員会で、所属議員に協力を求め

た西條幹事長（昨年６／１８）

昨年１１月２５日の議員会で、西條幹事長は議員

別の党員数資料を片手に、「党勢拡大は我々

の活動の源泉。もう一踏ん張りをお願いした

い」と党員獲得を呼び掛けた

昨年６月１８日の土木企業委員会で、東関東道の進

捗状況などをただした西條委員



西條昌良県政活動報告

 県災害ボランティア条例を制定　　 　　

１９件目の議員提案政策条例
　昨年１２月の令和２年第４回定例会で可

決、成立した「県災害ボランティア活動

を支援し、促進するための条例」は、い

ばらき自民党の若手議員が中心となって

制定された議員提案条例であり、12月18

日から施行された。

　この条例は、災害ボランティア活動を

支援し、促進するため、県が平時から取

り組む内容を明確にしたのが特徴。具体

的には、「県、市町村、社会福祉協議会と

災害ボランティア相互の連携強化」「人材

の育成及び確保」「災害ボランティア活動

による被災者支援の迅速かつ適切な実

施」などに関 し、県が必要

な施策を講じ ることを求め

ている。

　条例案作成 では、萩原勇

議員ら若手の 有志が約１年

間、県社会福 祉協議会など

関係団体との 意見交換や県

外調査活動、 政務調査会で

の全体協議な どに取り組ん

できたが、こ うした活動を

側面から支援 してきたのが

西條議員であ る。

　西條議員は 当初の昨年３

月１７日、政務 調査会の災害

ボランティア 条例勉強会に

出席し、幹事 長として、条

例の必要性や 重要性を指摘

しながら、条例化に向けた取り組みに

エールを送った。

　さらに、条例案を協議した同９月24日

の勉強会では、西條幹事長が山梨県を含

む１都７県の各都県連会長名で同７月１５

日に締結された「１都７県による災害時

等に対する相互支援に関する協定書」に

ついて紹介。この協定は、西條幹事長が

１都７県幹事長会議で、大規模な自然災

害発生時の相互支援の必要性を説き、実

現したもので、条例案作成作業が詰めの

段階に入った若手メンバーらの大きな支

えとなった。

　いばらき自民党は、条例制定など政策

立案機能の強化を図っており、今回の議

員提案政策条例は１９件目。西條議員は

「政策立案機能の発揮に、若手が一丸と

なって取り組んでいることは大変素晴ら

しい。我々の誇りでもあり、県連として

も大いにバックアップしていきたい」と、

今後の取り組みに期待を寄せた。

 商工会振興議員連盟が設立　    　　　

　いばらき自民党（白田信夫会長）に昨

年１２月１５日、１０番目の「商工会振興議員

連盟」が発足した。会派所属議員４２人全

員が名を連ねる議連となり、この日の設

立総会では、会長に白田議員会長を選出

するとともに、党県連幹事長の西條昌良

議員は顧問に就いた。

　商工会をめぐる都道府県議会レベルの

議連は、全国的にも珍しいと言われるが、

本県では指導組織である県商工会連合会

の会長に昨年、小川一成県連総務会長が

就任したことに加え、西條議員らが後押

しし、立ち上げが決まり、「商工会の振興

と地域経済の発展に資する政策の推進活

動を通じ、地域中小企業及び小規模事業

者の活性化を図る」を目的に、調査・要

望活動などを行うことになっ

た。

　設立総会の席上、商工会の

概要を説明した野澤勝・同連

合会専務理事によると、商工

会は、昭和35年に商工会法が

施行されて以来、令和２年に

60周年と節目の年を迎えた

ところである。

　この間、地域の商工業の総

合的な振興を目的に、地域の

商工業者、特に小規模事業者

の経営・技術の改善発達のための事業（経

営改善普及事業）などに取り組むととも

に、国や県の小規模事業者支援策の実施

機関として、経営発達支援事業や事業継

続力強化支援 事業など様々

な事業を実施 している。

　県内には令 和２年度現在、

商工会は４３あ り、会員は４

万1454事 業 者を数えるが、

会員数は全国 の傾向と同様、

平成１２年度の ５万４３２０事業

所をピークに 減少傾向にあ

る。

　しかし、商 工会は今、コ

ロナ禍による 県の地域商工

業者向け融資 制度の相談窓

口や、国の各 種支援事業の

紹介なども 担っており、

対応に多忙を 極めている。

　そのため、 各商工会から

職員増を求める声が上がっている。県商

工会連合会では「小規模事業者の課題解

決に向け最大限の支援をしていくために

は、補助対象

職員の増員に

よる商工会の

支援体制の強

化が喫緊の課

題」として今

後、商工会振

興議連などと

連携しながら、

課題解決に取

り組んでいく

ことになる。
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西條幹事長は災害ボランティア条例案勉強会で、
７月に各都県連会長名で締結された「災害時等
の相互支援協定書」を紹介（昨年９／２４）

　西條議員がライフ

ワークの１つとして

取り組んでいるのが、

「白砂青松」と人々に

親しまれてきた海岸

防災林の再生だ。波

崎砂丘でも知られる鹿島港以南、神栖市

の海岸線では、海岸防災林が全域で

松食い虫被害を受けたことから、自

身の思いも含め、応時を懐かしむ沿

岸住民の声に応えようと、今、クロ

マツなど約25万６千本もの大規模

な植栽事業が展開されている。

　西條議員は、海岸防災林を所管す

る農林水産委員会（現営業戦略農林

水産委員会）所属となった平成29年

の第１回定例会（３月）で、海岸防

災林機能強化事業など植栽事業のより

一層の推進を迫り、当時の農林水産部長

から以下のような言質を取った。

　「海岸防災林には、飛砂や塩害の防止

のほか、津波被害の減災効果などがあり、

大変重要なものである。県では、松食い

虫の予防散布や被害木の伐倒などを進

めてきたが、なかなかうまくいかない課

題があり、広葉樹を中心にした植栽に取

り組むなど、いろいろな手を尽くしてい

る。今後は、委員の指摘も踏まえながら、

保安林の整備をスピーディーに進めて

いきたい」

　現在、神栖市で実施されている海岸防

災林の植栽事業は県林業課によると、神

栖市等と共に平成25年度から進め

られており、県実施分はこれまで

の実施分に今年度（見込み）の１万

1960本と令和３年度（計画）の２

万2212本を加えると、17万3656

本となる計画だ。これに市等実施

分（今年度2500本、令和３年度

2800本）の８万2130本を合わせる

と、植栽本数は合計２５万5786本と

なる。

　その植栽面積は令和３年度までに

64.43㌶（うち市等実施分7.76㌶）に及

ぶ計画だ。植栽されているのは、抵抗性

クロマツが約６割を占めており、それ以

外は塩害に強い常緑低木のトベラやマ

サキ、落葉低木のアキグミ、常緑針葉樹

のカイヅカイブキなどである。
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西條幹事長は顧問に就任１０番目
の議連

商工会振興議連設立総会で顧問に就いた西條幹事長。
あいさつをするのは海野会長代行（昨年１２／１５）


